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答申番号 令和８年答申第２号 

 

 

答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求については、棄却すべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張 

   処分庁が審査請求人○○○○（以下「請求人」という。）に対して令

和○年○月○日付けで行った住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。

以下「住基法」という。）第２０条第５項において準用する同法第１２

条第６項に基づく戸籍の附票の写しの不交付決定処分（以下「本件処

分」という。）の取消しを求める。 

   請求の目的は、請求人の○○（以下「本件対象者」という。）の生存

確認及び○○住宅の家賃減免申請等の行政手続のためであり、「不当な

目的」（住基法第１２条第６項）はない。また、請求人は、本件対象者

に対する○○被疑事件について不起訴処分となっているのに、住基法第

２０条第５項において準用する同法第１２条第６項の規定及び住民基本

台帳事務処理要領（昭和４２年１０月４日付自治振第１５０号等自治省

行政局長等から各都道府県知事宛て通知。以下「事務処理要領」とい

う。）第５－１０に規定される住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住

民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の写しの交付におけるドメスティ

ック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という。）、ストーカー行為等、児

童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための措置（以下「支

援措置」という。）の相手方となっているというだけで、交付を拒否す

べきでなく、「不当な目的」の有無を処分庁が個別に判断すべきである。

このような処分は請求人の人格権を侵害するものである。 

 ２ 処分庁の主張 

   本件審査請求を棄却すべきである。 

   事務処理要領第５－１０－コ－（イ）－（Ａ）は、支援措置の相手
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方から請求がなされた場合、「不当な目的」があるものとして拒否す

るとしており、処分庁は、事務処理要領の規定に基づき、支援の必要

性の確認を行い、支援措置決定が存することを理由に、住基法及び事

務処理要領の規定に基づいて本件処分を行っており、違法又は不当な

点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 前提事実について 

 （１）当事者及び関係者の身分関係等 

    請求人と本件対象者は、令和○年○月から本件対象者が名義人で

ある○○所在の○○住宅に同居していたところ、本件対象者は令和

○年○月に同○○住宅を出て、請求人との別居を開始した。 

 （２）本件対象者を対象とする支援措置 

    その後、本件対象者が、請求人を相手方とする支援措置を申し出、

支援の必要性を確認した上、支援措置決定がされた（以下「本件支

援措置」という。）。 

 （３）本件処分 

    請求人より、処分庁に対し、住基法第２０条第１項に基づき、本

件対象者の戸籍の附票の写しについて交付を求める旨の請求があっ

た。そこで、処分庁は、請求人に対し、令和○年○月○日付けで、

本件対象者が支援措置対象者であり、請求人が相手方に該当するこ

とから、住基法第１２条第６項に基づき、不当な目的によるもので

あることが明らかであるとして、本件対象者の戸籍の附票の写しを

交付しない旨の本件処分をし、決定書を交付した。 

 ２ 判断 

   本件支援措置においては、当初受付市町村長（支援措置の実施を求

める旨の申出を最初に受けた市町村長をいう。以下同じ。）に本件対

象者について請求人を相手方とする支援措置の実施を求める申出書が

提出され、当該申出書に処分庁に対する支援措置の求めの記載があっ

たことから、支援措置の実施を決定した当初受付市町村長から処分庁

に当該申出書の写し等が転送されたものである。処分庁は、これを受

けて事務処理要領に基づき、当初受付市町村長が本件対象者に係る支

援措置の必要性を確認したことをもって本件支援措置を決定している。 
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   そこで事務処理要領について判断するに、住基法第２０条第５項で

準用する第１２条第６項は、同法第２０条第１項で認められる交付請

求（なお、審理員意見書では「開示請求」と記載されているが、誤記

と思われる。）につき、「不当な目的」の場合に拒否することを認め

ているところ、何が不当な目的かの判断は、住基法及び関連法令上具

体的な定めはなく、行政機関の合理的な裁量に委ねられているといえ

る。また、住基法においては、住民に関する記録を正確かつ統一的に

行う（住基法第１条）とされており、上記判断を含め、住民基本台帳

に関連する事務の処理は全国で統一的に行われるようにする必要があ

り、そのために、住基法の規定により市町村が処理する事務について

市町村を指導すべき立場（住基法第３１条第１項）にある国は、かか

る観点から、技術的な助言（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４５条の４）として、住民基本台帳等の運用に関する要領（事務

処理要領）を定めたものである。このような住基法の趣旨及び事務処

理要領等の位置からすると、各市町村長は、その定めが住基法その他

の関連法令の解釈を明らかに誤っているなど特段の事情がない限り、

事務処理要領等に従って事務処理を行うことを法律上求められており、

事務処理要領等に従って事務処理を行っている限り、市町村長の上記

判断がその裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用したとの評価を受

けることはないというべきである（最高裁平成７年（行ツ）第１１６

号同１１年１月２１日第一小法廷判決・集民１９１号１２７頁参照）。

そして、ＤＶや虐待等の事案において、加害者が被害者の住所を知る

ことが、不可逆の重大な危険につながるおそれがあり、このような場

合に、開示を優先して、裁判所による客観的な事実確定を待っている

のでは適切な保護を図れず、またこの判断を開示請求者の主観的な判

断に委ねることはできないから、事務処理要領において、支援措置の

相手方に該当する場合に「不当の目的」があるものとして原則拒否と

することには一定の合理性が認められる。また、戸籍の附票の写し等

が必要な場合には、事務処理要領第５－１０－コ－（イ）－（Ａ）た

だし書によって代替手段も講じられており、原則拒否とすることに合

理性が認められる（東京地判令和４年４月１３日参照）。 

   したがって、事務処理要領に従ってなされた本件処分は適法である。 

   なお、請求人は、最高裁昭和４３年１２月２４日判決を引用して、
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事務処理要領自体に法的拘束力がないことから本件処分が違法である

と主張するが、同判決は、通達一般が、行政機関を拘束するものであ

ることを認めており、本件処分が違法であることの論拠とはならない。

また、請求人は不起訴処分となったことが客観的証明と主張するが、

刑事手続における「不起訴処分」は、検察官が証拠の十分性や公判維

持の可能性を判断するものであり、「支援措置申出に係るＤＶ等の行

為が一切なかったこと」を公に証明するものではない。事務処理要領

に基づく「支援措置」は、あくまで申出人の生命・身体の安全を確保

するための予防的な行政措置である。本件対象者のように、成人が自

らの意思で警察等の専門機関に相談し、支援の必要性が認められ、請

求人を相手方として支援措置を申し出ている以上、本件対象者の所在

に関し高度なプライバシー保護の要請が存在していることは明らかで

あり、処分庁が、事務処理要領に従って交付を拒否したことは、裁量

権の範囲内の合理的かつ正当な判断といえる。さらに、請求人は交付

請求の目的は、「不当な目的」ではなく家賃減免申請等の手続のため

と主張する。しかし、○○住宅の手続のために本件対象者の戸籍の附

票の写しを○○等に提出するよう求められているわけではなく、名義

人である同人の所在を突き止めて、期限付き同居の許可を得た同居人

にすぎない請求人が○○住宅に継続居住できるように手続を進めさせ

たいということであるから（審理手続における口頭意見陳述参照）、

結局、今回の戸籍の附票の写しの交付請求は本件対象者の所在調査の

目的にほかならない。これは、支援措置が「戸籍の附票の写し等の交

付の制度を不当に利用して支援措置対象者の住所を探索することを防

止」するための措置（事務処理要領第５－１０柱書き）であること、

「不当な目的」が、「戸籍の附票の記載事項を知ることについて、社

会通念上相当と認められる必要性ないし合理性がないにもかかわらず、

当該事項の探索をする目的をいう」（東京地判令和４年４月１３日）

とされていることからすれば、「不当な目的」そのものである。 

   請求人のその余の主張についても、本件処分の適法性及び妥当性の

判断に影響を与えるものではない。 

 ３ 結論 

   以上のとおり、本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号。以下「法」という。）第４５条第２項の



5 
 

規定により、本件審査請求は棄却すべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会における処理経過は、以下のとおりである。 

 １ 令和○年○月○日 審査庁から諮問書の受付 

 ２ 令和○年○月○日 請求人から口頭意見陳述申立書、主張書面及び

資料を受領 

 ３ 令和○年○月○日 口頭意見陳述及び審議 

 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 審査会への諮問の適正性について 

   当審査会は、本件が法第４３条第１項各号に規定する諮問を要しな

い場合に該当するかどうかについて、当審査会への諮問が適当である

と判断した。 

 ２ 調査権限の行使について 

   当審査会は、法第７４条の規定に基づく調査権限を行使しないこと

とした。 

 ３ 審理手続の適正性について 

   当審査会は、本件において審理員による適正な審理手続が行われた

ものと認めた。 

 ４ 本件処分の適法性及び妥当性について 

 （１）当審査会は、審査請求書、弁明書、審理員意見書等を踏まえ検討

し、審理員意見書の判断は首肯できるものであるとの結論に至った。 

 （２）なお、令和○年○月○日付け「口頭意見陳述に係る主張書面」及

び当審査会での口頭意見陳述における請求人の主張について、念の

ため補足する。 

    請求人は、審理員意見書において、請求人が本件対象者の戸籍の

附票の写しを交付請求した目的は、本件対象者の所在調査の目的に

ほかならないとされているが、これは誤りであり、本件対象者の生

存確認、施設入居状態の安全、本人の意思であるかの確認等が真の

目的であると主張する。 

    しかし、事務処理要領において、支援措置の相手方に該当する場

合に「不当の目的」があるものとして交付請求を原則拒否とするこ
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とに合理性が認められること、及び事務処理要領に従ってなされた

本件処分が適法であることは上記第３の２に記載のとおりであり、

たとえ請求人の交付請求の目的が上記主張のとおりであったとして

も、本件の結論に影響を及ぼすものではない。 

 ５ 審査会の判断について 

   以上のことから、当審査会への諮問、審理員が行った審理手続及び

本件処分はいずれも適正、適法かつ妥当である。 

   よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

港区行政不服審査会 


